
月例経済報告

一景気は、企業部門の改善が進み、着実な回復を続けている。－

先行きについては、世界経済が回復し、国内企業部門が改善していることから、日本の景気

回復が続くと見込まれる。また、雇用情勢の改善も回復を持続させる要因と考えられる。一

方、原油価格の動向等が内外経済に与える影響には留意する必要がある。

も
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内　閣　府

［参考】先月からの主要変更点

5 月月例 6 月月 例

基 調 判 断 景 気 は 、 企 業 部 門 の 改 善 に広 が りが み ら 景 気 は 、企 業部 門 の 改 善 が 進 み 、着 実 な回 ‾

血 、 着 実 な 回復 を続 けて い る。 復 を続 けて い る。

・輸 出 は増 加 し、生 産 も増 加 して い る。 ・輸 出 は 増 加 し、生 産 も増 加 して い る。

・企 業収 益 は改 善 の 動 きが 広 が って い る。 ・企 業 収益 は大 幡 に 改 善 し、設 備 投 資 は増

設 備投 資 は増 加 して い る。 加 して い る 。
・個 人消 費 は 、持 ち 直 して い る。 ・個 人 消 費 は 、持 ち直 して い る。

・雇 用情 勢 は 、厳 し さが残 る もの の 、改 善 ・雇 用情 勢 は 、厳 しさが 残 るもの の 、改 善

して いる 。 して い る 。

先 行 き に つ い ては 、世 界 経 済 が 回 復 し、国 先 行 きに つ い て は 、世 界 経 済 が回 復 し、国

内 企 業部 門 が改 善 して い る こ とか ら、 日本 の 内企 業 部 門が 改善 して い る こ とか ら、日本 の

景 気 回 復が 続 くと見 込 ま れ る。ま た 、 雇用 情 景 気 回 復 が続 く と見 込 ま れ る。 ま た、雇 用情 －

勢 の 改 善 も 回 復 を持 続 させ る 要 因 と考 え ら 勢 の 改 善 も回 復 を持 続 させ る 要 因 と考 え ら

れ る。一 方 、原 油価 格 の 動 向 等 が 世 界経 済 に れ る。 一方 、原 油 価格 の 動 向 等力頓 塵 塵 畳 に

与 え る影 肇 には 留 意す る必要 が ある 。 与 え る影響 に は 留意 す る必 要 が あ る。

政 策 態 度 政府 は 、これ ま での 改 革 成 果 の 拡 大 と集 中 政 府 は 、 これ ま で の改 革 成 果の 拡 大 と集 中

調整 期間 の 仕 上 げ を行 う と とも に 、新 た な成 調 整 期 間 の仕 上 げ を行 う と と もに 、新 たな 成

長 に 向 け た基 盤 の 重 点強 化 等 を図 る た め、且 長 に向 けた基 盤 の重 点 強 化 等 を図 る た め 、旦

月 に r経済 財 政 道 営 と構 造 改 革 に 蘭 す る基 本 月 4 日、 r経 済 財 政運 営 と構 造改 革 に関 す る

方 針 200 4 （仮 称の を と りま とめ る。 基 本 方 針 200 4 j を開 講 決 定 した 。今 後 、 その

政 府 は 、 日本 銀 行 と一 体 と な っ て 、金 融 ・ 早 期 具 体 化 に よ り．構 造 改 革 の 取 組 を加 速 ・

資 本 市場 の安 定 及 び デ フ レ克服 を 目指 し、引 拡 大 す る。

き 続 き強 力か つ 総 合 的 な 取 組 を行 う。 政 府 は 、 日本 銀 行 と一 体 と な って 、金 融 1

資本 市 場 の 安 定 を 目指 し、引号 続 き強 力 か つ

総 合 的 な 取 組 を行 うと と も に ．集中 調 整期 間

終 了後 に お け る デ フ レか らの 脱 却 を 確 雲 な

もの とす るた め 、 政 策努 力 を更 に 強 化 す る，
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5 月月例 6 月月例

住宅建設 このところ増加している おおむね棲ぽいとなっている。

貿易・サービス収支の黒字 やや増加している。 横ばいとなっている。

企業収益 改善の動きが広がっている。 大幅に改善している。

倒産 このところ棲ぽいとなっている。 減少している。

（注）下線部は、先月から変更した部分。

月例経済報告
平成16年6月

総論

（我が国経済の基調判断）

景気は、企業部門の改善が進み、着実な回復を続けている。

●　輸出は増加し、生産も増加している。

．企業収益は大幅に改善し、設備投資は増加している。

．個人消費は、持ち直している。

．雇用情勢は、厳しさが残るものの、改善している。

先行きについては、世界経済が回復し、国内企業部門が改善していることから、日本

の景気回復が続くと見込まれる。また、雇用情勢の改善も回復を持続させる要因と考

えられる。一方、原油価格の動向等が内外経済に与える影響には留意する必要があ

る。

（政策の基本的態度）

政府は、これまでの改革成果の拡大と集中調整期間の仕上げを行うとともに、

新たな成長に向けた基盤の重点強化等を図るため、6月4日、「経済財政運

営と構造改革に関する基本方針2004」を閣議決定した。今後、その早期具体

化により、構造改革の取組を加速・拡大する。

政府は、日本銀行と一体となって、金融・資本市場の安定を目指し、引き続き

強力かつ総合的な取組を行うとともに、集中調整期間終了後におけるデフレ

からの脱却を確実なものとするため、政策努力を更に強化する。

各論
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1．消費・投資などの需要動向

偲ム層雲は、持ち直している。

個人消費は、持ち直している。この背景としては、所得がおおむね横ばいとなってい

ることに加え、消費者マインドが改善していることが挙げられる。需要側続計（家計調

査）と供給側統計（鉱工業出荷指数等）を合成した消費総合指数は、持ち直しが続い

ており、4月は前月に比べて増加している。

個別の指標について4月の動きをみると、家計調査では、実質消費支出が前月に

比べて増加した。一方、販売側の統計をみると、小売業販売鰻は、自動車小売業が

減少したことなどから、前月から減少した。家電販売金額は、前年を下回ったが、DV

も　　Dや薄型テレビなどの売れ行きが引き続き好調である。新車販売台数は、4月に減少

した後、5月は前月を上回った。旅行は、ゴールデン・ウィークの曜日並びに恵まれた

こともあって、国内旅行、海外旅行とも前年を上回った。

先行きについては、雇用情勢が改善していることから、家計の所得が改善していけ

ば、個人消費の回復が期待される。

設備投資は、増加している。

設備投資は、企業収益の回復や資本ストック調整の進展等を受けて、増加している。

これを需要側統計である「法人企業統計季報」でみると、製造業は4四半期連続、非

製造業も2四半期連続で増加している。また、機械設備投資の供給側統計である資

本財出荷も増加基調にある。ソフトウエア投資は、おおむね横ばいとなっている。これ
一

らの需要側統計、供給側統計を合成した設備投資総合指数は、4月は前月と比べて

増加し、基調としては増加している。

日銀短観によれば製造業の16年度設備投資計画は2年連続で増加となっており、

設備投資の動きに先行性がみられる設備過剰感も改善の動きが続いている。また、

先行指標をみると、機械受注は10～12月期に高い伸びになった反動もあって非製造

業を中心としてこのところやや弱い動きとなっているが、建築工事予定額は増加基調

にある。先行きについては、企業収益の改善が続くものと見込まれること等から、当

面増加傾向で推移するものと見込まれる。

瞳宅建設は、おおむね横ばいとなっている。

住宅建設は、おおむね横ばいとなっている。これは、このところ増加してきた貸家の

着工が減少に転じたが、持家、分譲住宅が底堅く推移していることによる。総戸数は、

4月は、前月比6．7％減の年率111．7万戸となった。総床面積も、おおむね総戸数と同

様の動きをしている。先行きについては、雇用情勢が改善していることに加え、家計

の所得環境などが回復していけば、住宅着工は底堅く推移していくことが期待され

る。
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公共投資は、総じて低調に推移している。

公共投資は、国、地方の予算状況を反映して、総じて低調に推移している。

国の平成15年度補正予算において、公共投資関係費は、国費ベースで0．2兆円程

度の災害対策費等を計上する規模であったため、補正後の公共投資は前年度を大

きく下回った。ま　た、平成15年度における地方財政計画においては、投資的経費の

うち地方単独事業費について、前年度比5．5％滅となっている。

このような状況を反映して、公共工事受注額、公共工事請負金額及び大手50社受

注綾は、平成16年1－3月期も、前期に引き続き、前年を下回った。

平成16年4－6月期の公共投資については‘、4月の公共工事請負金額なども前年を

下回っており、国、地方の予算状況を踏まえると、引き続き前年を下回るものと考えら

れる。

平成16年度の公共投資の関連予算をみると、国の公共投資関係費においては、

前年度比3．3％減としつつ、雇用・民間需要の拡大に資する分野へ重点化したほか、

各事業の目的・成果に踏み込んできめ細かく重点化している。また、地方財政計画に

おいては、投資的経費のうち地方単独事業費について、中期的に計画的な抑制を図

る中で前年度比9．5％減としつつ二重点的な配分を行うとしている。

輸出は、増加している。輸入は、横ばいとなっている。貿易・サービス収支の黒字は、

横ばいとなっている。

輸出は、増加している。地域別にみると、アジア向け輸出は、一般機械を中心に増

加している。アメリカ向け輸出は、輸送用機器が減少し、全体として横ばいとなってい

る。EU向け輸出は、精密機器を中心に基調として増加している。先行きについては、

世界の景気は着実に回復していることに伴って、増加していくものと考えられるもの

の、為替レートの動向には引き続き留意する必要がある。

輸入は、機械機器が増加しているものの、鉱物性燃料等が減少していることから、

基調としては横ばいとなっている。’地域別にみると、アジアからの輸入は、機械機器

を中心として増加しており、基調としては緩やかに増加している。アメリカからの輸入

は、機械機器は増加しているものの、基調として緩やかに減少している。EUからの輸

入は、横ばいとなっている。

国際収支を見ると、輸出数量は増加しており、輸入数量は横ばいとなっているものの、

海外旅行客の増加等に伴いサービス収支の赤字幅が拡大していることから、貿易・

サービス収支の黒字は、横ばいとなっている。

2．企業活動と雇用情勢
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生産は、増加している。　　　　、

鉱工業生産は、増加している。輸出や設備投資の増加などを受けて、情報化関連

生産財や資本財を中心として増加の動きに広がりがみられる。在庫は低水準で推移

しており、企業は在庫積み増しに慎重になっている。

先行きについては、世界の景気が着実に回復していることから、生産の増加が続く

ものと見込まれる。なお、在庫循環からみると、生産を調整する局面にはない。製造

工業生産予測調査においては、5月は増加、6月は減少が見込まれている。

また、第3次産業活動は、緩やかに増加している。

企業収益は、大幅に改善している。また、企業の業況判断は、改善の動きが広がっ

も　雲霊禁芸濃霊謡季軌でみると、前年同期比では平成14年ト9
月期以降、7四半期連続で増益となった。平成16年1－3月期は同24．6％増と13四

半期ぶりの高い増益率となり、全規模全産業の経常利益は1－3月期としては過去

最高の水準となっている。なお、業種別にみると、製造業では、人件費等のコスト削

減の動きが一服したものの、最近では売上高の増加により改善が続いている。また、

非製造業でも、売上高の増加等により、改善が続いている。また、「日銀短観」による

と、平成15年度下期は非製造業や中小企業においても増益となるなど、幅広い業種

で増益となった見込みである。平成16年度についても多くの業種で増益計画が示さ

れており、製造業、非製造業ともに3年連続の増益を見込んでいる。

企業の業況判断について、「日銀短観」をみると、改善の動きが続いている。大企業

非製造業は景況感がプラスとなり、中小企業においても多くの業種で景況感が改善

するなど、改善の動きに広がりがでてきている。

また、企業倒産は、減少している。倒産件数は1，100件を下回り、これは平成11年2

月以来の低い水準となっている

雇用情勢は、厳しさが残るものの、改善している。

完全失業率が高水準ながらも、このところ低下傾向で推移するなど、雇用情勢は、

厳しさが残るものの、改善している。

完全失業率は、4月は前月と同水準の4．7％となった。完全失業者数は増加したも

のの、就業者数も増加したため、前月と同水準にとどまった。また、非自発的失業者

数は減少傾向で推移している。他方、15～24歳層の完全失業率が10％を超えるなど、

厳しい状況もみられる。　　　　　　　　　　一

新規求人数、有効求人倍率は、それぞれ横ばいとなっている。また、雇用者数は増

加しており、製造業の残業時問は横ばいとなっている。なお、「残業規制」等の雇用調

整を実施した事業所割合は低下傾向で推移していた中で、1－3月期については前

期と同水準となった。



賃金の動きをみると、定期給与は基調としては横ばいとなっている。

蔓．物価と金融悟勢

国内企業物価は、素材価格の上昇によりわずかながら上昇している。消費者物価は、

横ばいとなっている。

国内企業物価は、わずかながら上昇している。前月比は7ケ月連続で上昇しており、

90年6月～91年2月に9ケ月連続で上昇して以来の動きとなっている。最近の動きを

類別にみると、素材価格の上昇により石油・石炭製品、鉄鋼などが上昇している。輸

入物価（円ベース）は、国際商品市況の上昇やこれまでの円安を反映して、上昇して

いる。なお、企業物価を需要段階別にみると、中間財では素材価格の上昇を価格に

転嫁する動きが進み、また、最終財でも価格転嫁の動きがみられる。

企業向けサービス価格は、前年同月比で下落が続いている。

消’費者物価は、横ばいとなっている。最近の動きを類別にみると、一般商品は、おお

むね横ばいで推移している。一般サービスは、外食の上昇などにより上昇している。

公共料金は、　昨年の医療保険自己負担割合引き上げによる影響が一巡し、前年

比で下落に転じている。

国内企業物価はわずかながら上昇しているが、消費者物価には一時的な押し上げ要

因も働いていると考えられることから、物価は緩やかなデフレ状況にある。

株価は、上昇し11．000円台（日経平均株価）で推移している。長期金利は上昇した。

株価は、原油価格上昇懸念等を受けて調整する局面もあったが、景気回復期待か

ら上昇し11，000円台（日経平均株価）で推移している。対米ドル円レートは円高となり、

このところ110円を挟む動きとなっている。

短期金利は落ち着いている。長期金利は株価上昇を背景に上昇した。企業金融に

ついては、企業の資金繰り状況は改善しており、民間債と国債との流通利回りスプレ

ッドは低水準で推移している。

マネタリーベースの伸びは、横這いとなった。M2＋CDの伸びは、1月以降緩やか

に上昇している。

4．海外経済

世界の景気は着実に回復している。
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ヱ塑垣では、景気は力強く回復している。

1－3月期まで3四半期連続で4％を上回る高成長を達成している。また、生産は増

加し、稼働率も上昇している。これらを背景に、雇用は増加しており、5月の非農業雇

用者数は約25万人の増加となり、3か月連続で大幅な増加を遂げている。

ガソリン価格が引き続き高水準にあるが、雇用情勢の改善などもあり、現在のとこ

ろ消費者マインドへの影響は限定的である。

アジアでは、中国、タイ等で景気は拡大が続いており、韓国では景気は回復している。

中国では、消費の堅調な増加や輸出の増加から生産が増加するなど、景気は拡大

が続いている。一方、一部業種では依然、投資が高水準で増加しており、金融引締

も　　めなどの対応策がとられている。タイでは、消費や投資を中心に景気は拡大している。

マレ⊥シア、台湾、シンガポールでは、消費が増加するなど、景気は拡大している。一韓

国では、輸出や生産が増加するなど、景気は回復している。

ユーロ圏では、景気は緩やかに回復しており、イギリスの景気は堅調に回復している。

ユーロ圏では、景気は緩やかに回復している。1－3月期には消費の増加や外需の

寄与により、成長率は高まった。ドイツでは、外需主導により景気は緩やかに回復し

ている。他方で、雇用環境の改善の遅れなどから消費が弱く、内需の回復が遅れて

いる。フランスでは、景気は回復している。消費、投資ともに増加しており、内需を中

心とした成長が続いている。

イギリスでは、失業率が低水準で推移するなかで、消費の増加が続くなど、景気は堅

調に回復している。イングランド銀行（BOE）は、6月上旬に政策金利（レポ金利）を

0．25％ポイント引上げ、4．50％とした。

国際金融青勢等

金融情勢をみると、世界の主要な株価は、5月下旬以降、世界的に着実な景気回

復が続いていることなどから上昇している。また、主要国の長期金利は引き続き緩や

かに上昇している。ドルは減価している。

原油価格は、中東産油地域でのテロ懸念や、需給ひっ迫懸念等から一時過去最高

水準となったが、6月初旬のOPEC総会での生産枠引上げ決定後、下落した。

注）

＜個人消費＞

消費総合指数（内閣府試算値）は、3月季節調整済前月比0．3％増の後、4月（速報



値）は同1．1％増となった。なお、消費総合指数の作成方法については、ディスカッショ

ンペーパーを参照。

（http：／／www5．cao．gojp／keizai3／discussion－PaPer／menu．htmJ）

家計調査の全世帯実質消費支出は、3月季節調整済前月比4．4％減の後、4月（速

報値）は同5．7％増（前年同月比4．6％増）となった。

家計調査の全世帯実質消費支出（除く自動車、住居、仕送り金等）は、4月（速報値）

は季節調整済前月比4．2％増（前年同月比3．5％増）となった。

経済産業省「商業販売統計」の小売業販売額は、3月季節調整済前月比0．0％の後、

4月は同1．1％滅（前年同月比1．0％減）となった。また、百貨店販売額は、4月は前年

同月比1．0％減（店舗調整後）（季節調整済前月比0：1％減（店舗調整前））となった。

孟妄㌶芸票慧昌慧孟㌶器芸霊雷豊監禁慧I J
整前））となった。

乗用車（含軽）新車新規登録・届出台数は、4月季節調整済前月比11．2％減の後、5

月（速報値）は同2．3％増となった。なお、最新月はナンバーベース（特殊用途車を乗

用車や貨物車に配分する）によるが、それ以前の月は登録ナンバーベース（特殊用

途車を乗用車や貨物車に配分しない）によるものであり、両者は厳密には一致しない。

家電販売額（日本電気大型店協会調べ）は、3月前年同月比8．6％減の後、4月は同

3．6％減となった。

大手旅行業者13社取扱金額は、国内旅行は3月前年同月比1．7％減の後、4月は

同8．2％増となった。海外旅行は3月前年同月比4．1％増の後、4月は同80．4％増とな

った。

内閣府「消費動向調査」の消費者態度指数（季節調整済）は、12月前期差0．8ポイン

ト改善の後、3月は同2．3ポイント改善となった。消費者態度指数（一般世帯、原数

値）は、4月前期差2．7ポイント改善の後、5月は前月差2．9ポイント改善となった。

＜設備投資＞

設備投資総合指数（内閣府試算値）は、3月（速報値）季節調整済前月比1．3％減の

後、4月（速報値）は同3．8％増となった。設備投資総合指数の作成方法については、

ディスカッションペーパーを参照

（http：／／www5．cao．gojp／keizai3／discussion－PaPer／menu．html）。

平成16年卜3月期の設備投資を財務省「法人傘業統計季報」（全規模全産業、ソフ

トウェアを除く）でみると、季節調整済前期比2．9％増（前年同期比10．2％増）となって

おり、うち製造業では同4．6％増（同19．7％増）、非製造業では同2．1％増（同6．3％増）

となっている。

平成16年卜3月期の大中堅企業の設備投資を内閣府「法人企業動向調査」（実績



も

見込）でみると、季節調整済前期比で4．2％増（前年同期比9．9％増）となっており、う

ち製造業では同0．3％滅（同24．0％増）、非製造業では同5．8％増（同5．1％増）となっ

ている。

経済産業省「鉱工業指数」により資本財出荷（除く輸送機械）をみると、3月（確報

値）は季節調整済前月比6．5％滅（前年同月比9．7％増）の後、4月（確報値）は同

7．4％増（19．5％増）となっている。

日本銀行「全国企業時期経済観測調査」（3月調査）により設備投資の動向をみると、

大企業の平成16年度設備投資計画は、製造業で前年度比7．4％増、非製造業で同

4．1％滅となっており、全産業では同0．6％減となっている。また、中小企業では製造業

で同10．7％減、非製造業で同20．5％減となっており、全産業では同18．1％減となって

いる。

経済産業省「特定サービス産業動態統計」でみると、受注ソフトウェア売上高は、3

月（確報値）は前年同月比0．5％増の後、4月（速報値）は同8．7％増となっている。

機械受注（船舶・電力除く民需）は、3月は季節調整済前月比3．2％減（前年同月比

0．2甲増）の後、4月は同日・8％増（同16・9％増）となっている。なお、平成16年4－6
月期（見通し、3月調査時点）の機械受注（船舶・電力除く民需）は、季節調整済前知

比3．2％減（前年同期比2．2％減）と見込まれている。

国土交通省「建築着工統計」により非居住用建築物（民間）の工事予定軽をみると、

3月は季節調整済前月比25．9％増（前年同月比61．3％増）の後、4月は同30．7％減

（同1．7％増）となっている。

＜住宅建設＞

国土交通省「建築着工統計」によると、新設住宅着工総戸数（季節調整済前期比）

は、平成15年7－9月期は4．8％減、10－12月期は3．0％増、平成16年1－3月期は

4．0％増、2月は6．4％滅、3月は2．1％増、4月は6．7％減となった。内訳をみると、貸

家の着工（同）は、平成15年7－9月期は8．1％減、10－12月期は5．2％増、平成16

年1－3月期は10．8％増、2月は4．2％滅、3月は4．2％増、4月は14．0％滅となり、共

同建分譲住宅の着工（同）は、平成15年7－9月期は0．1％増、10－12月期は7．9％

増、平成16年1－3月期は3．3％滅、2月は9．2％減、3月は4．3％減、4月は1．4％増

となった。また、新設住宅着工床面積（同）は、平成15年7－9月期は2．5％減、10－

12月期は0．5％増、平成16年1－3月期は1．9％増、套月は4．7％減、3月は2．1％増、

4月は6．1％滅となった。

＜公共投資＞

平成15年度の国の一般会計予算（補正後）を前年度補正後予算と比較すると、公

共投資関係費は、前年度比18．8％滅となっている。なお、平成16年度一般会計予算

では、公共投資関係費について、前年度比3．3％減と削減しつつ、雇用・民間需要の



拡大に資する分野へ重点化している。

地方の予算をみると、総務省がまとめた都道府県、政令指定都市の普通会計予算

額（9月補正後）では、普通建設事業費は前年度比7．7％減、普通建設事業費のうち

補助事業費、単独事業費は、それぞれ前年度比6．4％滅、10．7％滅となっている。な

お、平成16年度地方財政計画では、投資的経費のうち地方単独事業費について、前

年度比9．5％減と、「経済財政運営の構造改革に関する基本方針2003」の縮減目標

を前倒ししている。

公共機関からの1件500万円以上の建設工事受注額（建設工事受注動態統計調

査）は、前年同月比で3月は25．1％減の後、4月は19．1％減となった。同じく大手50

社の建設工事受注綾は、前年同月比で3月は0．4％増の後、4月は40．3％滅となった。

芸票慧慧霊宝慧票霊温霊芸霊芸慧慧昌票芸　J
は13．4％減の後、3月は15．2％滅となり、内閣府にて季節調整を実施した結果による

と、前月比で2月は0．5％減の後、3月は3．8％滅となった。

＜輸出・輸入・国際収支＞

通関輸出（数量ベース、季節調整値）は、前月比で平成16年3月1．2％増の後、4月

3．1％増（前年同月比13．2％増）となった。また、前期比で10－12月期は6．8％増の後、1

－3月期は2．2％増（前年同期比13．1％増）となっている。

通関輸入（数量ベース、季節調整値）は、前月比で3月7．5％増の後、4月2．6％増（前

年同月比10．2％増）となった。また、前期比で10－12月期は2．8％増の後、1－3月期は

0．4％増（前年同期比9．0％増）となっている。

貿易・サービス収支（季節調整値）の黒字は、平成16年3月は9．433億円の後、4

月7，992億円、通関収支差（季節調整値）は、平成16年3月は8，969億円の後、4月

は10．152億円となった。

＜生産・出荷・在庫＞

4月の鉱工業生産指数（季節調整値、確報）は、輸送機械、電気機械等が増加した

ことから、前月比3．5％増となった。

製造工業生産予測調査によると、前月比で、5月は電子部品・デバイスや一般機械

等の増加により3．5％増の後、6月は電子部品・デバイスや一般機械等の減少により

1．5％減になると見込まれている。

4月の鉱工業生産者製品在庫指数（季節調整値、確報）は、前月比1．4％増となった。

また、4月の鉱工業生産者製品在庫率指数（季節調整値、確報）は95．0となっている。

第3次産業活動指数（季節調整値）は、3月（速報）前月比1．0％増となった。また、1

－3月の平均（3カ月移動平均値）による対3ケ月前比（同10－12月平均対比）をみる

と0．4％滅となっている。

J



し

＜企業＞

財務省「法人企業統計季報」によると、16年1－3月期の経常利益は全産業で前年

同期比24．6％増、製造業は25．1％増、非製造業は24．3％増となった。

日本銀行「全国企業短期経済観測調査」（3月調査）によると、平成16年度の経常利

益は、全規模・全産業で、上期は前年同期比10．4％の増益、下期は同10．6％の増益、

通期では前年比10．5％の増益を見込んでいる。

一方、業況判断について日本銀行「全国企業短期経済観測調査」（3月調査、業況

水準について「良い」－「悪い」）をみると、大企業は5％ポイント改善して9％ポイント、

中小企業は6％ポイント改善して△13％ポイント、全規模合計では6％ポイント改善し

て△5％ポイントとなった。

＜倒産＞

企業の倒産については、東京商工リサーチ「倒産月報」によると、5月の企業倒産

件数（負債額1，000万円以上）は1，089件（前年同月比25．0％減）、負債総額は4，297

億円（同45．5％滅）となっており、帝国データバンク「全国企業倒産集計」によると、企

業倒産件数は1，182件（同20．2％滅）、負債総嶺は5，372億円（同32．9％滅）となって

いる。また、大型倒産（負債額10億円以上）は、59件（同28．0％滅）となっており、アレ

スく不動産売買、賃貸、負債360億円）、秀月人形チェーン（節句人形販売、負債330

億円）、ゼア（ディスカウントストア、負債220億円）など（東京商工リサーチ調べ）。

＜雇用情勢＞

総務省「労働力調査」によると、4月の完全失業率（季節調整値）は、男女計で前月

と同水準の4．7％となった。他方、15～24歳層の完全失業率（原数値）は10．8％となっ

た。完全失業者数（季節調整値）は、男女計で前月差2万人増の316万人となった。

労働力調査により内閣府にて季節調整を実施した結果によると、求職理由別完全

失業者数（季節調整値）は、4月の非自発的な離職による者は、前月差3万人減の

117万人、自発的な離職による者は、前月差2万人増の105万人となった。

厚生労働省「職業安定業務統計」の新規求人数は、3月季節調整済前月比7．3％増

の後、4月は同4．5％減（前年同月比15．2％増）となった。有効求人数は、3月間1．7％

増の後、4月は同0．8％滅（同17．6％増）となった。新規求職件数は、3月間11．7％増

の後、4月は同12．8％滅（同5．8％滅）となった。有効求職者数は、3月同2．1％増の後、

4月は同1．8％滅（同8．1％滅）となった。新規求人倍率（季節調整値）は3月1．14倍の

後、4月1．24倍となった。有効求人倍率（季節調整値）は、3月0．77倍の後、4月0．77

倍となった。

労働力調査によると、雇用者数（季節調整値）は、男女計で3月前月比0．3％増の後、

4月は同0．7％増の5，397万人となった。

毎月勤労統計調査によると、所定外労働時間（製造業）は、事業所規模5人以上では



ヽヽ

3月季節調整済前月比0．3％増（前年同月比9．7％増）の後、4月は同0．9％滅（同

9．2％増）（速報値）となった。

厚生労働省「労働経済動向調査」によると、雇用調整実施事業所割合は、産業計で

は10－12月期の17％から卜3月期は17％となった。

毎月勤労統計調査によると、きまって支給する給与は、事業所規模5人以上では3

月季節調整済前月比0．3％増（前年同月比0．2％減）の後、4月は同0．3％減（同0．1％

増）（速報値）となった。現金給与総額は、事業所規模5人以上では4月前年同月比

0．3％増（速報値）となった。

＜物価＞

日本銀行「企業物価指数」の輸出物価（円ベース）は、平成16年5月（速報値）は前

呈芸孟ミ芸禁禁票慧㌫豊霊禁慧慧豊霊禁　J
昇）、3ケ月前比は7．1％の上昇となった。また、国内企業物価は、5月（速報値）は前

月比0．1％の上昇（前年同月比1．1％の上昇）、3ケ月前比は0．5％の上昇となった。

日本銀行「企業向けサービス価格指数」の4月の企業向けサービス価格は前年同

月比0．6％の下落（前月比0．4％の下落）となった。

総務省「消費者物価指数（全国）」の生鮮食品を除く総合は、4月は前年同月比

0．2％の下落（季節調整済前月比0．1％の下落）、2－4月平均の前年同期比は0．1％

の下落となった。一般サービスは、今月は前年同月比0．2％の上昇、2－4月平均の

前年同期比は保合いとなった。一般商品は、4月は前年同月比0．4％の下落、2－4

月平均の前年同期比は0．5％の下落となった。公共料金は、4月は前年同月比0．4％

の下落、2－4月平均の前年同期比は0．6％の上昇となった。また、「消費者物価指数

（東京都区部、中旬速報値）」の生鮮食品を除く総合は、5月は前年同月比0．1％の下

落（季節調整済前月比保合い）、3－5月平均の前年同期比は0．1％の下落となった。　J

＜金融＞

無担保コールオーバーナイトレートは、5月月中は、▲0．003～0．002％で推移した。

3ケ月物ユーロ円TIBORは、5月は、0．07％台で推移した。10年物国債流通利回りは、

5月は、1．4％台～1．5％台で推移した。

東証株価指数（TOPIX）は、5月未は1，139ポイントとなった。日経平均株価は、5月

未は11，236円となった。

対米ドル円レート（インターバンク直物中心レート）は、5月末は109．50円となった。対

ユーロ円レート（インターバンク17時時点）は、5月末は133．89円となった。

マネタリーベース（月中平均残高）は、5月は前年同月比7．4％増となった。5月の日

銀当座預金平均残高は33．2兆円となった。

M2＋CD（月中平均残高）は、前年同月比2．0％増となった（5月速報）。広義流動



性は、5月（速報）は前年同月比3．5％増となった。金融機関（全国銀行）の貸出（月中

平均残高）は、5月（速報＿）は前年同月比4．1％滅（貸出債権流動化・償却要因等調整

後1．3％減）となった。5月のエクイティ市場での発行（国内市場発行分）は、転換社債

型新株予約権付社債の発行はなかった。また、国内公募事業債の起債実績は、

5，840億円（銀行起債の普通社債は200億円）となった。国内銀行の貸出約定平均金

利（新規実行分）は、4月は前月比で短期は0．007％ポイント低下し、長期は0．125％

ポイント上昇したことから、総合では0．042％ポイント上昇し1．588％となった。日本銀

行「全国企業短期経済観測調査」（3月調査）によると、資金繰り判断、金融機関の貸

出態度はともに改善している。

＜景気ウオッチャー調査＞

内閣府「景気ウオッチャー調査」の5月の現状判断Dlは、前月を2．9ポイント下回り、

52．8となった。先行き判断DIは、前月を0．3ポイント下回り、55．0となった。

．月例経済報告に関する関係閣僚会議配布資料




